
整理番号
■ 総合計画（後期基本計画）

１ 関連する個別計画

２ 施策目的（何を対象にどのような状態にしたいのか・どのような状態に持っていきたいのか）

３ 目標値など

（H17） （H20） （現状）

組織、後継者の確保に努めます 漁業組合員数 387人 H15 330人 H20 222人 Ｈ23 400人 H26

カニ漁獲量 84ｔ H15 70ｔ H19 37ｔ Ｈ23 100ｔ H26

カキ漁獲量 12ｔ H15 12ｔ H19 10ｔ Ｈ23 15ｔ H26

クロアワビ養殖生産量 新規 - 200ｋｇ H20 160ｋｇ Ｈ23 1,500ｋｇ H26

（現状）

なし

14 59 11 48 50 57 58 19 22 24 68 69 78 # 80

４ 評価結果一覧

1

2

3

4

5

6

1

2

1

1

1

1

1

2

５．今後の施策展開について

4,173 4,500
義務 －

2 漁業経営基盤の
強化

3 つくり育てる漁業
の推進

4 新鮮で安全な水
産物の提供

特産物の生産、販売を進めます

漁港整備事業

水産基盤ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業

施策方針 事務事業

事業内容（実績） 担当課

1単費 － － －

海業水産課

サー
ビス

法人
1,478 1,613 市規

定
単費含む

施設
整備

法人

5 担い手の確保育
成

計
86,105 76,746

(17,752)

7 「海業」の推進

施策方針への位置
付けが困難な事業

2,052 1,883

S法人 直・委
4,829 43,000 府規

定
－ 縮小

浅茂川漁港の老朽化診断調査及び機能保全計画の策定を実施 (5,334)
2

特定サー
ビス

1
府・
一部

維持
管理

A
現状維
持漁港施設の機能回復(浜詰漁港他維持管理工事、浜詰漁港(夕日泊地)係船環設置工事) (4,275)

－ －
海業水産課

1 安全で多面的に
貢献できる漁港・周
辺整備

4

漁業・海業の振興

交流経済都市 所管部局長の氏名

石嶋 政博

所管部局

農林水産環境部

施 策 評 価 調 書

施策名

政策名

③

Ⅰ

予算額（単位：千円）

H23決算額 H24予算額

（一般財源）

財政
負担

事業
種別

対象
実施
手法 数値

A
現状維
持

1－

施策
目的

－

関与必要性

事務事業評価結果 施策評価結果

義務 単費 － － －

施 策
貢献度

今後の
方向性説明

単独
事業

－
漁港施設の維持管理(漁港標識灯修繕、補修工事、環境用地の維持管理等)

根拠
法令

2,530 1,882漁港維持管理事業 海業水産課

(1,882)

漁業振興支援事業 海業水産課
A

現状維
持京都府・湊漁業協同組合が実施する種苗放流(ｱﾜﾋﾞ、ｻｻﾞｴ、ｸﾛﾀﾞｲ、ﾊﾏｸﾞﾘ)に対して補助金を交付、ﾋﾗﾒの中間育成実施 (1,613)

4
民間補完
福祉増進

1補

共同利用施設設置事業 海業水産課 施設
整備

法人 補
2,211 1,580 市規

定
含む S

現状維
持湊漁協が出荷調整生簀及びｶｷ殻集積処理施設を新規に整備することに対し、補助金を交付 (880)

4
民間補完
福祉増進

1単費

ｱﾜﾋﾞ養殖事業 海業水産課 サー
ビス

団体 直・委
585 - 市規

定
含む S 拡大

ｸﾛｱﾜﾋﾞの陸上養殖について、4回目の試験養殖を実施し、陸上養殖の方向性を検討 -
4

民間補完
福祉増進

1単費

内水面漁業振興支援事業 海業水産課6 自然と調和した内
水面漁業の推進

サー
ビス

法人 補
1,147 1,147 府規

定
－ A

現状維
持野間、上宇川、京都府の各漁業協同組合が実施する河川、湖の種苗放流に対して補助金を交付 (744)

4
民間補完
福祉増進

1
府・
一部

海業推進事業 海業水産課 サー
ビス

団体 直・補
946 1,141

なし 含む A
現状維
持水産ｲﾍﾞﾝﾄ・加工品開発に対し補助金を交付(3件)、小学生を対象にお魚料理教室を実施(8校146名) (1,141)

3 個性魅力 2単費

水産業総務一般経費 海業水産課
なし 含む 単費

維持
管理

団体 直・補・負 2
特定サー

ビス
1

特定地域水産物供給基盤整備事業 海業水産課
負

26,000 20,000
なし 含む S 縮小

間人漁港整備計画に基づき実施された京都府代行整備事業費の10％を負担金として支出 -
2

特定サー
ビス

1単費

地域水産物供給基盤整備事業 海業水産課 特定サー
ビス

1
府・
一部

施設
整備

法人 直・委
浜詰漁港(夕日泊地)において物揚場の舗装等、埋立地表題登記に係る用地測量を実施 -

2
39,002 - 府規

定
－

現年発生水産業用施設災害復旧事業 海業水産課

H23台風2号豪雨により被災した漁港施設等の復旧・台風12号の影響による漂着物の回収を実施 -
2

1,152 -
なし 含む 単費

維持
管理

個別計画名称 計画概要 計画年次 計画期間

なし

3 つくり育てる漁業の推進

2

No. 施策目的 関連する施策方針

1 安全で多面的に貢献できる漁港・周辺整備

1

6

2
海や漁村の持つ多面的価値を生かした「海業」により、漁業者と観光業者等と連携を進め、多様な収益を確保し都市住民との交流による賑わいのある
漁村を目指す。

7 「海業」の推進

年度 年度

総合
計画

めざす目標
指標名 総合計画作成時

年度

個別
計画

個別計画名称

後期基本計画作成時 H23年度実績値 目標

年度

漁業生産基盤の整備や水産資源の増殖への支援を行ない、安定的な漁業経営を図り漁業へ就業しやすい環境の整備を進めることにより、漁業者を確
保し漁村の活性化を目指す。

年度

自然と調和した内水面漁業の推進

指標名 説明・備考

漁業経営基盤の強化

計画策定時 H23年度実績値

備考

1法人 委

S
終了・
廃止

補完・代替措置などがある場合は、その内容

2

A
現状維
持海業関係業務を行うための事務経費及び施設等の維持管理経費 (1,883)

財源が減少していく
中で、効率的・効果
的に施策を推進する
ために、どのように施
策展開を図っていく
のか

No. 歳出抑制の考え方

1 漁港施設について、補修経費が増大する前に計画的に補修工事を実施し、事業費の縮減を図る。

漁協が整備した漁業用施設の老朽化が進む中、緊急性、必要性等を十分検討し、計画的かつ効率的に漁業用施設の新設及び
更新を行うことで、事業費の縮減を図る。

漁協において鮮度保持設備は一定整備済み。

京都府漁業協同組合連合会等の漁業団体において府等の補助を活用し、漁業者育成
事業を実施。

年度

年度 （H26）

目標

A
終了・
廃止

特定サー
ビス

ＡＣＴＩＯＮ

ＤＯ ＣＨＥＣＫ

ＰＬＡＮ

- 1 -



01

Ⅰ ③

① ②

○需用費

修繕費

・袖志漁港標識灯修繕工事

・袖志漁港左舷防波堤標識灯緊急点検復旧工事

・袖志漁港左舷防波堤標識灯修繕工事

・間人漁港指向灯バッテリー取替工事

・浜詰漁港ネットフェンス修繕工事

・三津漁港係船環修繕工事

・浅茂川漁港用地排水不良箇所補修工事

・此代船揚場修繕工事

○役務費

漁港図面デジタル化手数料

○委託料

・浅茂川漁港泊地堆積土砂土壌分析業務委託料

・浅茂川漁港環境用地清掃等管理業務委託料

・間人漁港指向灯保守点検業務委託料

・間人漁港公有水面埋立地測量・登記業務委託料

○工事請負費

浅茂川漁港車止設置工事（L=7.0m）

○緊急性のある漁港施設の維持修繕を適切に実施し、安全な漁業活動が維持できた。
○漁港内の安全性の確保及び良好な漁業活動を維持するため、必要性・緊急性を考慮し適切な維
持管理を実施する必要がある。

事 業 所 管 課

06農林水産業費

2,530千円

目
的

評
価
・
課
題
等

漁港維持管理事業

農林水産環境部／海業水産課

42千円 98.3 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03水産業費 03漁港管理費

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

使用料 漁港施設使用料

68千円

53千円

26千円

21千円

漁業者の安全安心な漁業活動を確保するため、老朽化等により劣化した漁港施設の維持管
理を行う。

漁船が安全に航行するために必要な漁港標識灯の修繕、漁港内の漁業活動の安全管理及び
用地利用を高める補修工事等を実施した。また、浅茂川漁港では環境用地の維持管理等を実
施した。間人漁港では漁船の進入に必要な指向灯の点検業務及び公有水面埋立地に係る測
量・登記業務を実施した。

998千円

01漁港維持管理事業

決算書 Ｐ.234

2,572千円

最 終 予 算 額

漁業・海業の振興

執 行 率(②－①)

交流経済都市

191千円

96千円

67千円

260千円

297千円

136千円

1,296千円

210千円

186千円

60千円

194千円

856千円

- 2 -



01

Ⅰ ③

① ②

○工事請負費 4,173千円

・漁港維持管理工事 4,015千円

浜詰漁港（夕日泊地） 航路浚渫 V＝600㎥

浅茂川漁港 被覆・根固・消波ブロック据付一式

・浜詰漁港（夕日泊地）係船環設置工事 158千円

係船環 N＝6基

○漁港施設は、漁業生産活動における重要な施設であり、機能が低下した施設の整備を行うこと
により、漁業者の安全な漁業活動を維持できた。
○今後も老朽化が進む漁港施設の機能を維持するため、緊急性・必要性を考慮して計画的かつ効
率的な整備を検討する必要がある。

02漁港整備事業

決算書 Ｐ.236

4,173千円

最 終 予 算 額

漁業・海業の振興

執 行 率(②－①)

交流経済都市

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

分担金 漁港整備事業分担金（5％）

漁業者の安全安心な漁業活動を確保するため、波浪等により損傷、劣化した漁港施設の機
能を回復するための整備を行う。

浜詰漁港において、漁船の航行に支障となった港内に堆積した砂の撤去や漁港機能の向上
を図るための係船環の設置を行った。また、浅茂川漁港において、漁港施設の維持管理を図
るための補修工事を行った。

209千円

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03水産業費 03漁港管理費

事 業 所 管 課

06農林水産業費

4,173千円

目
的

評
価
・
課
題
等

漁港整備事業

農林水産環境部／海業水産課

0千円 100.0 %

不 用 額

- 3 -
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Ⅰ ③

① ②

○委託料

水産物供給基盤機能保全事業基本計画書策定業務委託料

（浅茂川漁港）

水産基盤整備ストックマネジメント事業の概要

＜目的＞

＜事業内容＞

1．施設の老朽化診断と「機能保全計画」の策定

2．補修・更新工事の実施

＜対象漁港＞

「浅茂川漁港」「浜詰漁港」「間人漁港」

事 業 所 管 課 農林水産環境部／海業水産課

3,218千円

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03水産業費

交流経済都市

03漁港管理費06農林水産業費

計画項目

評
価
・
課
題
等

水産基盤ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業

0千円

4,829千円

○老朽化診断調査によって既存施設の補修箇所等が明らかとなり、漁港施設の長寿命化、漁港の
機能と安全性を確保するための機能保全計画を策定することができた。
○策定した機能保全計画に基づき、日常管理や計画的な補修・更新工事を実施し、漁港施設の長
寿命化とライフサイクルコストの縮減を図っていく必要がある。

漁港施設の予防的な補修・更新に計画的、効率的な投資を行い、現在の施
設の機能と安全性を、最小の費用でより長い期間保っていくことを目的とし
ている。

不 用 額

基本方針

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 水産基盤ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業補助金（2/3）

既設の漁港施設において、老朽化や更新する時期が迫る施設の増加に伴い、施設の長寿命
化とライフサイクルコストの縮減を図るため、機能保全計画の策定や機能保全工事を行う。

4,829千円 4,829千円

最 終 予 算 額

100.0 %

目
的

03水産基盤ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業

決算書 Ｐ.236

浅茂川漁港において、漁港施設の長寿命化、漁港の機能と安全性を確保するため、老朽化
診断調査及び機能保全計画の策定を行った。

漁業・海業の振興

執 行 率(②－①)

- 4 -
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Ⅰ ③

① ②

○特定地域水産物供給基盤整備事業負担金

・西沖防波堤改良 L=50.0m

・中央防波堤改良 L=34.5m

・道路護岸新設・改良 L=140.6m

事業費

※参考：全体事業計画（平成14～25年度）

防波護岸新設 L= 336.0ｍ

中防波堤新設 L= 20.0ｍ

防波堤改良 L= 125.0ｍ

岸壁新設 L= 267.0ｍ

岸壁改良 L= 88.0ｍ

船揚場改良 L= 22.0ｍ

道路新設 L= 550.0ｍ

道路改良 L= 320.0ｍ

道路護岸新設 L= 90.0ｍ

漁港施設用地 A= 3,500㎡

泊地浚渫 A= 5,000㎡ 全体事業費

決 算 額

○間人漁港整備計画に基づき、港内の静穏性や各種用地を確保し漁業活動の効率化を図るため年
次計画に沿った整備がされた。
○漁港の安全性を高めるため、事業期間が平成25年度まで延長された。事業効果の早期実現の
ため早期完成が求められている。

2,900,000千円

執 行 率(②－①)

100.0 %26,000千円

不 用 額最 終 予 算 額

特定地域水産物供給基盤整備事業債（過疎対策債） 24,700千円

漁港内の静穏性を確保し、漁業活動の安全性を確保するとともに漁港機能の向上を図るた
めに、京都府の代行により間人漁港を整備する。

（第二種漁港）間人漁港の整備計画に基づき実施された京都府代行整備事業に対し、事業
費の10％を負担金として支出した。

26,000千円

01特定地域水産物供給基盤整備事業

決算書 Ｐ.236

漁業・海業の振興

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

分担金 特定地域水産物供給基盤整備事業分担金（5％）

260,000千円

1,300千円

市債

総 合 計 画

03水産業費

交流経済都市基本方針

04水産基盤整備事業費

計画項目

事 業 所 管 課

06農林水産業費

26,000千円

目
的

評
価
・
課
題
等

特定地域水産物供給基盤整備事業

農林水産環境部／海業水産課

0千円

予 算 科 目

細 事 業 名

- 5 -



01

Ⅰ ③

① ②

○委託料 451千円

浜詰漁港（夕日泊地）用地測量業務委託

○工事請負費 38,551千円

浜詰漁港（夕日泊地）整備工事

物揚場 L=13.8m

臨港道路 L=160.0m

護岸 A=99㎡

漁具干場 A=1,620㎡

駐車場 A=550㎡

※参考：全体事業実績（平成14～23年度）

防波堤新設 L= 160.0ｍ

塩江防波堤改良 L= 46.0ｍ

西護岸新設 L= 58.2ｍ

物揚場新設 L= 129.0ｍ

道路新設 L= 160.0ｍ

漁港施設用地 A= 1,720㎡

泊地浚渫 A= 760㎡

駐車場 A= 550㎡

魚礁 N= 4基 全体事業費

決 算 額

交流経済都市

○浜詰漁港（夕日泊地）整備計画に基づいた整備を本年度に完成することができ、漁港の安全性
や利便性が向上した。
○漁港内における漁業活動の効率的・効果的な利用を図っていく必要がある。

事 業 所 管 課

39,002千円

目
的

評
価
・
課
題
等

農林水産環境部／海業水産課

1千円 99.9 %

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03水産業費 04水産基盤整備事業費06農林水産業費

地域水産物供給基盤整備事業

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

分担金 地域水産物供給基盤整備事業分担金（5％）

1,018,900千円

（第一種漁港）浜詰漁港（夕日泊地）整備事業の整備計画に基づき、護岸及び物揚場の舗
装等を行った。また、埋立地表題登記に係る用地測量を実施した。

70千円

府補

漁港内の静穏性を確保し、漁業活動の安全性を確保するとともに漁港機能の向上を図るた
め整備を行う。

02地域水産物供給基盤整備事業

決算書 Ｐ.236

39,003千円

最 終 予 算 額

漁業・海業の振興

執 行 率(②－①)不 用 額

地域水産物供給基盤整備事業費補助金（2/3） 26,000千円

市債 地域水産物供給基盤整備事業債（公共事業等債） 11,600千円

- 6 -



01

Ⅰ ③

① ②

○需用費（修繕料） 294千円

砂方漁港泊地崩落土撤去作業

○委託料 662千円

浅茂川漁港海岸漂着物回収処理委託業務 420千円

浅茂川漁港海岸漂着物回収処理（その2）委託業務 242千円

○工事請負費

間人漁港施設照明補修工事 196千円

事 業 所 管 課

11災害復旧費

1,152千円

目
的

評
価
・
課
題
等

現年発生水産業用施設災害復旧事業

農林水産環境部／海業水産課

90千円 92.7 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01農林水産業施設災害復旧費 03水産業用施設災害復旧費

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

分担金 水産業用施設災害復旧費分担金（5％）

災害により被災した漁港施設等の機能回復を図る。

平成23年5月29日～30日の台風2号に伴う豪雨により被災した3漁港（砂方、浅茂川、
間人）の漁港施設等の復旧を行った。

また、平成23年9月2日～4日の台風12号の影響により漁港海岸に漂着ゴミが堆積し、再
漂流により漁船航行に支障を来たす恐れがあったことから漂着物の回収を行った。

9千円

1,242千円

最 終 予 算 額

漁業・海業の振興

執 行 率(②－①)

交流経済都市

01現年発生水産業用施設災害復旧事業

決算書 Ｐ.364

災害により被災した漁港施設等の機能回復を図り、安全な漁業活動を維持することで、漁業者
の経営安定や漁業活動の安全性を確保することができた。

- 7 -



01

Ⅰ ③

① ②

○資源管理・栽培漁業推進事業補助金（事業費の1/2以内の額を補助）

※湊漁業協同組合は、平成24年4月1日に京都府漁業協同組合と合併した。

○漁業資源確保対策事業補助金（事業費の2/3以内の額を補助）

○漁業近代化資金利子補給金（個人漁業者 1件） 47千円

○継続的な種苗放流や生残率を高める中間育成の活動を支援することで、水産資源の維持・増大
が図られた。また、漁業者が借り入れた漁業近代化資金の利子補給を行い、漁業者の負担軽減を
図った。
○漁獲量の減少、魚価の低迷、漁業者の高齢化等の課題はあるが、漁業者の漁業所得の向上及び
水産資源の維持・増大を図るため、これらの活動に対し継続した支援を検討していく必要があ
る。

事 業 所 管 課

06農林水産業費

1,478千円

目
的

評
価
・
課
題
等

漁業振興支援事業

農林水産環境部／海業水産課

1千円 99.9 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03水産業費 02水産業振興費

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

日本海 日本海実施場所 日本海・久美浜湾

海の水産資源の増殖・確保を図るため、漁業協同組合が実施する種苗放流及び中間育成事
業を支援する。また、漁業近代化資金を借り入れた漁業者に対し利子補給金を交付する。

02漁業振興支援事業

決算書 Ｐ.234

1,479千円

最 終 予 算 額

漁業・海業の振興

執 行 率(②－①)

交流経済都市

事業費 602千円 901千円 2,030千円

－

補助金 285千円 318千円 753千円

－ －

放
流
魚
種

アワビ 8,900個 9,300個

500㎏

40,000個

クロダイ － － 19,800尾

サザエ 8,500個 22,500個

ハマグリ

実施場所 栽培漁業センター

放流場所 久美浜湾

対象魚種 ヒラメ 38,200尾

事業費 119千円

補助金 75千円

75千円

実施団体 湊漁業協同組合

京都府漁業協同組合及び湊漁業協同組合が、海の水産資源の増殖・確保を図るとともに漁
業者の経営安定及び向上を目的として、アワビ、サザエ、クロダイ、ハマグリの種苗放流を
継続して実施しており、その取り組みに対し補助金を交付した。また、「つくり育てる漁
業」を推進するため、久美浜栽培漁業センターでのヒラメの中間育成を支援した。

また、平成20年度に漁業者が借り入れた漁業近代化資金に対し、支払利子の一部を助成
した。

1,356千円

実施団体
京都府漁業協同組合

湊漁業協同組合
丹後支所 網野支所

- 8 -



01

Ⅰ ③

① ②

○共同利用施設設置事業補助金 2,211千円

①出荷調整生簀

事業主体：湊漁業協同組合

事業内容：海面生簀（8m×8m） 3基

設置場所：久美浜湾

補助金額：611千円（総事業費：2,511千円）

補助率 ：補助対象経費の1/3以内の額（府：1/3以内）

②カキ殻集積処理施設

事業主体：湊漁業協同組合

事業内容：カキ殻集積処理施設

Ｌ型擁壁（H=2.0m）Ａ＝198㎡、散水施設一式

設置場所：久美浜町湊宮 市有地（カキ養殖振興用地）

補助金額：1,600千円（総事業費：5,061千円）

補助率 ：補助対象経費の1/3以内の額（府：1/3以内）

※湊漁業協同組合は、平成24年4月1日に京都府漁業協同組合と合併した。

○出荷調整生簀の整備による魚価の向上により、漁協経営の安定が図られた。また、カキ殻集積
処理施設の整備により、陸路の集積が可能となり、カキ殻リサイクル施設の充実を図った。
○漁獲量の減少、漁業者の高齢化など漁業を取り巻く状況が厳しい中、漁業経営の安定や就労環
境の改善等を図るため、漁協等が行う施設整備に対し、緊急性や必要性を考慮しながら支援を検
討する必要がある。

事 業 所 管 課

06農林水産業費

2,211千円

目
的

評
価
・
課
題
等

共同利用施設設置事業

農林水産環境部／海業水産課

0千円 100.0 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03水産業費 02水産業振興費

決 算 額

交流経済都市

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

市債 共同利用施設設置事業費補助金（過疎対策債）

漁業活動の効率化による生産性の向上を図るため、漁業協同組合が実施する共同利用施設
設置事業を支援する。

湊漁業協同組合が漁獲物の魚価向上と地産地消を促進するため、新規に整備する出荷調整
生簀に対し、補助金を交付した。また、久美浜湾のカキ養殖で毎年発生するカキ殻の集積処
理を行うため、湊漁業協同組合が陸上に整備するカキ殻集積処理施設に対し、補助金を交付
した。

04共同利用施設設置事業

決算書 Ｐ.234

2,211千円

最 終 予 算 額

漁業・海業の振興

執 行 率(②－①)

800千円
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01

Ⅰ ③

① ②

アワビ試験養殖経費

○需用費

配合餌料、電気代、修繕費

○役務費

水質測定器調整手数料

○使用料及び賃借料

空気タンク借上料

○平成22年度種苗の試験養殖結果は、へい死も少なく育成も販売も順調であり、平成24年から
地元負担による本格養殖に移行する。
○平成21年度に発生した種苗の大量へい死など不安要因もあり、研究会では現施設を使用した
小規模養殖から始めながら、販路拡大や養殖規模の見直し等を検討していく。

蒲井・旭地域の振興を図るため、地域振興計画に基づいたクロアワビの陸上養殖を行うた
めに、試験養殖を実施する。

519千円

執 行 率

未来づくり交付金（ｸﾛｱﾜﾋﾞ養殖事業）

平成19年度より実施しているクロアワビの陸上養殖について、4回目の試験養殖を行い、
クロアワビ陸上養殖の方向性を検討し、平成24年から地元負担による本格養殖に移行する
こととした。

100千円

不 用 額

585千円

63千円

3千円

交流経済都市

05ｱﾜﾋﾞ養殖事業

決算書 Ｐ.234

漁業・海業の振興計画項目

02水産業振興費06農林水産業費予 算 科 目

ｱﾜﾋﾞ養殖事業

54千円639千円

細 事 業 名

総 合 計 画

最 終 予 算 額決 算 額

基本方針

03水産業費

事 業 所 管 課 農林水産環境部／海業水産課

(②－①)

91.5 %

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補

目
的

評
価
・
課
題
等
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01

Ⅰ ③

① ②

○河川種苗放流事業補助金（事業費の2／3以内の額を補助） 1,147千円

ウナギ

マス類

フナ

○河川の種苗放流等の継続的な活動を支援することで希少な河川資源の維持・増殖が図られ、漁
業活動の安定に寄与した。
○漁協組合員の減少や遊漁者の減少により事業規模が縮小傾向にあるが、河川資源の維持のため
今後もこの活動に対し、継続した支援を検討する必要がある。

403千円

01内水面漁業振興支援事業

決算書 Ｐ.234

1,147千円

最 終 予 算 額

漁業・海業の振興

執 行 率(②－①)

交流経済都市

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 内水面漁業振興対策事業費補助金（1/3）

野間、上宇川、京都府の各漁業協同組合が、河川・湖の資源の増殖・確保を目的として、
野間川、宇川及び離湖において、アユ、ウナギ、マス類、フナの種苗放流事業を継続して実
施しており、その取り組みに対して補助金を交付した。

実施団体 野間漁業協同組合

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03水産業費 02水産業振興費

事 業 所 管 課

06農林水産業費

1,147千円

目
的

評
価
・
課
題
等

内水面漁業振興支援事業

農林水産環境部／海業水産課

0千円 100.0 %

不 用 額

上宇川漁業協同組合
京都府漁業協同組合

網野支所

実施場所 野間川 宇川 離湖

事業費 1,773千円 747千円 145千円

補助金 721千円 355千円 71千円

アユ 31,000尾 20,000尾

5,000尾 －

河川等の水産資源の増殖・確保を図るため、漁業協同組合が実施する種苗放流事業を支援
する。

－

－ － 3,000尾

－

690尾 800尾 1,000尾
放
流
魚
種
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01

Ⅰ ③

① ②

○旅費 18千円

職員出張旅費（ふるさと海づくり大会）

○需用費 98千円

消耗品費 4千円

光熱水費 1千円

賄材料費（魚料理教室材料代） 93千円

・実施期間 平成23年5月31日～6月21日

・実施校数 7校（実施回数：8回）

・参加児童数 146人

○負担金、補助及び交付金 830千円

久美浜カキ魚まつり補助金 430千円

・実施日 平成23年12月4日（日）

・実施場所 久美浜町湊宮 マリンプラザ前

・来場者数 約6,000人

ふるさと海づくり大会補助金 100千円

・実施日 平成23年11月6日（日）

・実施場所 京都府宮津市 島崎公園周辺

・来場者数 約3,500人

海業振興事業補助金 300千円

・加工品開発 沖鱚（きす）のふりかけ

○小学生を対象とした「魚料理教室」を実施し、地元水産物による魚食普及が図られた。
○水産イベントでは、観光業者等と連携し市内外に地元水産物のPRや販売促進を図られた。
○漁協の女性組織が取り組む地元水産物を使った加工品の開発ができた。
○引き続き海業推進事業計画に基づいた「海業」の取り組みを進め、漁村地域の活性化を図る必
要がある。

府補 未来づくり交付金（久美浜ｶｷ魚まつり開催補助金） 210千円

府補 未来づくり交付金（海業振興事業補助金） 150千円

03海業推進事業

決算書 Ｐ.234

982千円

最 終 予 算 額

漁業・海業の振興

執 行 率(②－①)

交流経済都市

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 未来づくり交付金（魚食普及活動事業）

海業推進事業計画に基づいて海業を推進することにより、地元水産物の消費拡大や水産物
の販売促進、漁村地域の活性化、6次産業化や漁商工連携の促進を図る。

漁業振興や地元水産物の消費拡大を目的として「ふるさと海づくり大会」「久美浜カキ魚
まつり」の水産イベントに補助金を交付するとともに、加工品開発を行なう漁業者等の団体
に対し補助金を交付した。また、地元水産物の普及・消費拡大を図るため、京都府漁業協同
組合及び湊漁業協同組合婦人部の協力により、市内小学校5年生を対象としたお魚料理教室
を実施した。

40千円

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03水産業費 02水産業振興費

事 業 所 管 課

06農林水産業費

946千円

目
的

評
価
・
課
題
等

海業推進事業

農林水産環境部／海業水産課

36千円 96.3 %

不 用 額

- 12 -



01

Ⅰ ③

① ②

○旅費 116千円

職員出張旅費

○需用費 1,140千円

事務消耗品、公用車燃料代、公用車車検整備・修繕 624千円

久美浜栽培漁業センター光熱水費、取水ポンプ修繕料 516千円

○役務費 155千円

公用車車検代行手数料、建物共済・公用車共済分担金

公用車自賠責保険料

○使用料及び賃借料 63千円

ソフトウェア使用料

○負担金・補助金 563千円

京都府漁港漁場協会負担金 533千円

京都府漁業士会補助金 30千円

○公課費 15千円

公用車重量税

○施設の適切な維持管理及び水産振興関係団体への補助金等を交付することにより、海業水産関
係の業務を円滑に行うことができた。
○久美浜栽培漁業センターの運営方法、有効活用について漁協と検討していく必要がある。ま
た、海業水産業務に係る一般経費の節約に努めながら効率的な事務を行う必要がある。

事 業 所 管 課

06農林水産業費

2,052千円

目
的

評
価
・
課
題
等

水産業総務一般経費

農林水産環境部／海業水産課

90千円 95.7 %

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

03水産業費

交流経済都市

(②－①)

50水産業総務一般経費

決算書 Ｐ.232

漁業・海業の振興

執 行 率不 用 額

計画項目

01水産業総務費

基本方針

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

2,142千円

最 終 予 算 額

海業水産関係の業務を円滑に行うための事務経費及び施設等の維持管理経費

市が管理する公用車、施設の維持管理経費及び水産振興関係団体への負担金、補助金を支
出した。
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